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はじめに

　かねてよりの懸案であった行政不服審査制
度の改革について，平成26年６月６日，①行
政不服審査法案，②行政不服審査法の施行に
伴う関係法律の整備等に関する法律案，③行
政手続法の一部を改正する法律案が可決成立
した。平成18年に総務省に設置された検討会
の検討結果を受けて，平成20年４月に自公政
権のもとで同じタイトルの三法案が国会に上
程されたが衆議院の解散により廃案となり，
その後民主党政権に変わり再び自公政権とな
るというめまぐるしい状況変化の中で，紆余
曲折を経たうえようやく成立した。旧法案は，
上程された時の情勢では，野党の賛成も得て
すぐにでも成立するものと思われていたが，
これが廃案となり，後述するような変遷を経
てようやく成立に至ったものである⑴。
　本稿では，今回の改正が半世紀ぶりのもの
であり紆余曲折のうえ成立したものであるこ
とに鑑み，まず，旧法案から今回の新行審法
の成立に至るまでの経緯を概観したうえ，成
立した新行審法，新税通法の問題点と国税審
査請求制度改革の課題を検討する。筆者の税
法学の論考（注⑴）と重複する部分があるこ
と，本稿の性格上，新法の解説というべき部
分が多いことについてご了解を賜りたい。本
稿は国税の審査請求に限っているので，再調
査の請求と地方税の不服審査⑵並びに改正行
政手続法には触れない。

　なお，新行政不服審査法の施行は，公布の
日（平成26年６月13日）から２年内を超えな
い範囲内で政令で定める日であり（同法附則
１条。平成28年４月が予定されている），整備
法に基づく関係法律の改正法（国税通則法，
地方税法を含む）は行政不服審査法施行の日
から施行され（整備法附則１条），改正された
行政手続法は平成27年４月１日から施行され
ている（同法附則１条）。

Ⅰ�　行政不服審査法・国税通則法の改正の
背景と経緯

１�　行政手続法の制定と行政事件訴訟法の改
正等

　国民の権利利益が侵害されたときに，その
救済を担当するのは裁判所である。しかし，
それが行政の行為によるものである場合には，
直ちに裁判に持ち込むのではなく，行政内部
で救済が図られるなら，国民にとって便利で
ある。行政庁が処分をした後は直ちに裁判に
なるというのではなく，行政が国民の申立て
を受けて再度の考案をする機会があれば，行
政にとっても有益である。
　そこで，行政処分等については，訴願法の
制定（明治23年）以来，行政内部における救
済が行われてきた。もっとも，旧訴願法に基
づく不服審査の制度は訴願事項につき列挙主
義を採るなど極めて不十分なものであり，到
底，国民の権利保護に役立つものとはいえな

⑴　筆者は，平成20年６月に開催された日本税法学
会第98回大会において，上程直後の改正法案につ
いて報告した。拙稿「行政不服審査法改正と国税
不服申立制度の改革」税法学561号195頁。当時の
改正法案は同書に掲載。

⑵　再調査の請求については，野一色直人「国税通

則法上の再調査の請求の意義と課題」立命館経済
学63巻３・４号（2014年）１頁，地方税について
は，日弁連行政訴訟センター編『改正行政不服審
査法と不服申立実務』（民事法研究会・平成27年）
103頁（菅原万里子筆）を参照。
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かった。そのため，行政内部における権利救
済制度を設けるために昭和37年に制定された
のが行政不服審査法である。
　行政不服審査法は，制定以来今日まで，殆
ど改正されてこなかった。一方，平成５年に
は行政手続法が制定され，行政が不利益処分
や申請に対する処分をするときの手続等が法
定され，行政の手続面における整備という永
年の懸案がようやく実現した。さらに，救済
の実をあげていないという批判が強かった行
政事件訴訟法についても，平成16年に司法制
度改革の一環として改正が行われ，義務付け
訴訟，差止訴訟の新設など，かなり抜本的な
改革が実現し，一定の成果を挙げるに至って
いる。
　そのような状況の中で，ひとり旧行審法だ
けが旧態依然のまま取り残されていた。旧行
審法を国民の利用しやすいもの，実効性のあ
るものにすることは，焦眉の課題だったので
ある。

２�　行政不服審査制度検討会の設置と法案の
上程

　行政不服審査法だけが昭和37年制定の旧態
依然のままであり，これを全面的に見直すべ
きであるとの声は大きくなっていった。そこ
で，総務省は，行政不服審査法の見直しに着
手することとし，平成18年10月，「行政不服審
査制度検討会」を設置した。当時は自公政権
下であり，委員は学者，弁護士，行政官など
であって，政治家は入っていなかった。
　検討会は，関係省庁，関係機関，国民，政
党などの意見を聴取し，パブリックコメント
を行い，17回の審議を重ねた結果，平成19年
７月，「行政不服審査法及び行政手続法改正要
綱案の骨子」と題する最終報告をまとめ，総

務大臣に提出した。
　総務省は，検討会の最終報告をもとにこれ
を条文化し，①行政不服審査法案，②行政不
服審査法の施行に伴う関係法律の整備等に関
する法律案，③行政手続法の一部を改正する
法律案の三点セットをまとめ，平成20年４月，
自公政権のもとでこれを国会に上程した。し
かし，これら三法案は，一度も実質的な審議
に入らないまま，平成21年７月，衆議院の解
散により廃案となった。

３　民主党政権下の検討チームによる検討

　衆議院議員選挙により政権を得た民主党の
下で，新たに，内閣府に行政不服審査法の改
正を検討するための「行政救済制度検討チー
ム」が設置された。検討チームは，民主党の
意向に添って政治主導とされ，顧問，共同座
長２名，事務局長，委員２名に衆議院議員が
就任したほか，学者４名，弁護士１名，その
ほか３名という委員構成であった。
　検討チームは，平成22年８月31日から８回
にわたって検討を重ね，平成23年12月に「行
政救済制度検討チーム取りまとめ」を公表し
た。この中で最も注目されるのは，不服申立
前置の全面的な見直しである。検討チームは，
憲法は裁判を受ける権利を保障しており行政
事件訴訟法は訴訟と不服申立ての自由選択を
原則としているにもかかわらず，不服申立前
置強制を行っているものが少なくない，とし
たうえ，前置強制を認める概ねの基準として，
大量性，専門技術性，第三者的機関の関与の
３つを挙げ，不服申立前置を定める99法律中
28法律は存置するものとしたが，その余につ
いては全部又は一部の廃止，二重前置主義の
一重化とするとしていた⑶。検討チームのこの
取組みが，新行審法の不服申立前置の見直し
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につながったのであり，その貢献は大きかっ
た⑷。
　検討チームの取りまとめに基づき法制化作
業が進められたが，法案提出にまで到らない
まま，平成24年11月に衆議院が解散され，同
年12月，再度の政権交代により自公政権が成
立した。

４　行政不服審査制度の見直し方針

　自公政権のもとで，総務省は，旧法案を基
本として法案策定を行うこととし，日弁連を
始めとする関係士業団体，財務省，厚生労働
省，全国知事会など行政不服審査の実務に携
わる関係者からのヒアリングなどを行い，平
成25年６月，「行政不服審査制度の見直し方
針」を公表した。その後，パブリックコメン
トを行うなどして，旧法案に所要の修正を加
えた上，行政不服審査法改正三点セットを策
定した。
　内閣は平成26年５月，これを国会に上程し，
衆議院では５年後の見直し条項（附則６条）
を追加する修正を行い，衆参両議院がそれぞ
れ附帯決議をつけたうえ，同年６月６日に可
決成立した⑸。

５　国会における附帯決議

　今回の行政不服審査法及び国税通則法等の
可決にあたっては，衆参両議院の総務委員会
において，それぞれ附帯決議がされた。これ
は，これら改正法の実施上の課題を指摘する
ものであり，改正法の運用にあたっては，立
法者意思として十分尊重されなければならな
い⑹。衆参両議院の附帯決議は同一内容のもの
がほとんどであるから，ここでは参議院総務
委員会における附帯決議を掲げ，衆議院総務
委員会における附帯決議の番号を付記するこ

ととする。
［参議院総務委員会における附帯決議］
①�　行政不服審査制度については，公正で利
用しやすい簡易迅速な手続により，国民の
権利利益の救済を図り，あわせて行政の適
正な運営を確保し，国民の行政への信頼を
維持するための制度であることに鑑み，客
観的かつ公正な審理手続を一層充実するこ
となどにより，制度本来の目的が最大限発
揮できるよう，制度改正後の実施状況を踏
まえつつ，今後とも不断の見直しを行うこ
と。
②�　今般の制度改革に伴い，国及び地方公共
団体が行った処分については，審査請求す
べき行政庁等，新たな行政不服審査制度を
利用するに当たって必要となる情報を，懇
切・丁寧な広報活動により国民・住民に周
知徹底すること。なお，再調査の請求につ
いては，処分庁が簡易な手続で事実関係の
再調査をすることにより，処分手続の見直
しを行う事後救済手続であることを，十分
説明すること。（衆議院附帯決議２項，３
項）
③�　有識者からなる第三者機関及び審理員制
度の運用に当たっては，権利利益の救済に
ついて実効性を担保できるよう，適切な人
材を選任すること。特に，地方公共団体に

⑶　検討チームの取りまとめ35頁参照。
⑷　不服申立前置見直しの問題については，宇賀克
也『行政不服審査法関連三法』（弘文堂・平成27
年）216頁以下に詳しい。
⑸　民主党は，検討チームの取りまとめに基づく改
正法案を国会に上程したが，民主党法案は一度も
審議されることなく終わった。
⑹　この附帯決議については，橋本博之・青木丈・
植山克郎著『新しい行政不服審査制度』（弘文堂・
平成26年）244頁（青木丈筆）を参照。
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おいて，各団体の実情を踏まえつつ，申立
ての分野に応じた高い専門性を有する人材
が確保できるよう格段の配慮を行うこと。
（衆議院附帯決議１項）
④�　証拠書類の閲覧・謄写については，審理
手続における審査請求人の権利の拡充や透
明性の向上を踏まえ，適切な主張・立証が
できるよう，審理関係人又は参考人の陳述
内容が記載された文書の閲覧，謄写等につ
いて，今後とも検討すること。（衆議院附帯
決議４項）

６�　行政不服審査法・国税通則法の改正と日
弁連・日税連の活動

　行政不服審査法が半世紀ぶりに改正される
状況に合わせて，日弁連はその内容の充実と
改正の早期の実現のために様々な活動をして
きた。検討会では，弁護士の委員が，異議申
立ての廃止に反対し再調査の請求の設置を実
現し，不服申立期間の伸長，行政不服審査会
等の第三者機関の設置など，多くの改革課題
を実現した。平成19年５月には，日弁連行政
訴訟センターの検討に基づき，「行政活動是正
請求法案（仮称）」を発表した。この法律案
は，審査請求に当たるものを「是正請求」と
し，独立機関として新たに設置される「行政
審査院」がこれを担当するという極めて進ん
だ制度としていた。平成23年２月には検討チ
ームのヒアリングに際し，「行政不服審査制度
の改正について」と題する意見書を発表した。
検討チームにおいても，弁護士の委員は審査
請求前置主義の縮小など多くの点において重
要な役割を果たした。また，平成25年12月に
は，総務省の「行政不服審査制度の見直し方
針」を受けて，日弁連は「行政不服審査法の
改正に対する意見」を発表した。

　さらに，日弁連税制委員会は，従来から税
制の面から活発な活動を展開していたが，行
政不服審査法の改正と連動して国税の審査請
求制度を充実発展させるべくその改正に尽力
してきた。国税通則法改正PTのメンバーを中
心に，多くの議員に面接して日弁連の主張を
説明し説得するなど，その実現のために熱心
な活動が行われた。最終の段階では，改正法
案の成立が危ぶまれるというギリギリの状況
の中で，改正実現のために活発な運動を繰り
広げた。平成24年12月には「国税不服審判所
及び租税訴訟の制度改革に関する提言」を発
表し，国税不服審判所の内閣府への移管，不
服審査手続における対審構造の実現，審判所
が集めた証拠等の閲覧謄写など，多くの実現
課題を提言した。
　日税連は，平成18年11月，「国税不服審判所
の在り方についての意見」を公表した。そこ
では，国税審判官への税理士の採用のほか，
税通法99条の廃止等７項目に亘る提言がされ
ていた。税理士等から国税審判官を採用する
こととなったのは，この意見書がきっかけで
ある（後述Ⅲ２⑵）。また，平成19年には，
「行政不服審査法の改正に伴い国税通則法の
改正を求める意見」を発表した。これには，
再調査の請求と審査請求の選択制，不服申立
期間の延長，国税審判官の所持する証拠書類
等の閲覧謄写が盛り込まれていた。そして，
日本税理士政治連盟と連携して，総務大臣等
関係議員に早期成立を働きかけてきた。
　このように，今回の行審法・税通法の改正
にあたっては，真に国民の権利救済に役立つ
制度改革の実現のために，日弁連・日税連は
同じ方向で活動し重要な役割を果たした。



国税審査請求制度改革の意義と今後の課題

204　税法学574

Ⅱ�　新行政不服審査法による不服審査制度
の改革

　行政不服審査法の改正は，以上のような経
過をたどる中で，旧法案，検討チーム案，新
行審法という３つの改正案が提示された。そ
こでの議論と法案の内容は，行政不服審査法
改正問題についての論点を浮き彫りにするも
のであった。最初の検討会から７年を経過し
てようやく成立した今回の改正法であったが，
その間の議論によって，行政不服審査制度に
関する議論を深化させ，法律の内容もより充
実したものとなったということができる。迷
走とも見えた７年間は，決して無駄ではなか
ったと評価できよう。
　旧法案，検討チーム案，新行審法という３
つの改正法案において意見が分れたいくつか
の重要な項目について，これまでの議論を振
り返り，その意義について検討したい。

１　不服申立ての種類

⑴　不服申立ての種類の一元化
　新行審法では，不服申立ての種類を審査請
求に一元化するが，異議申立てに代わる「再
調査の請求」及び「再審査請求」は，必要と
される分野については例外として残すことと
された（新行審法５条，６条）。
　検討会で最初に提案されたのは，異議申立
て及び再審査請求は廃止し，不服申立ては審
査請求に一元化するというものであった。
　旧行審法では，異議申立ては原処分庁に，
審査請求は原処分庁の直近上級行政庁等に，
再審査請求は法律の定める行政庁等に対して
行うものとされていた（旧行審法３条〜８
条）。これらの手続が可能な場合には，順次，
その手続を経なければならず，国民にとって

は，どの手続で行うのか，分かりにくいとい
う批判があった。また，処分庁に上級行政庁
がある場合には審査請求となるが，主任の大
臣等，上級行政庁がない場合には異議申立て
をするほかなく，上級行政庁があるか否かと
いう偶然の理由からその救済手続に差異があ
るというのは，国民の納得を得にくいことで
あった。そして，それらの各手続についても，
審査請求の規定が準用され，それらの手続に
格別の特徴があるわけではなかったから，国
民にとっては極めて使いにくいものだった。
さらに，異議申立前置主義が採られていたた
め，処分が取り消されることが期待できない
原処分庁に対して異議申立てが強制されると
いう不満もあった。
　このような段階的な３つもの手続を置くこ
とは，簡易迅速に権利救済を図るという不服
審査の趣旨に反するから，審査請求に一元化
してその充実を図るべきだというのが，異議
申立てと再審査請求の廃止の提案理由であっ
た。審理の一段階化とも言われた。

⑵　異議申立てから再調査の請求へ
　この提案については，なぜ審査請求に一元
化しその他の手続を廃止しなければならない
のか，疑問であった。とりわけ，異議申立て
は，一旦処分をしたとしても再度の考案によ
り原処分を見直すというのは，被処分者と原
処分庁の双方にとって，それなりに意味のあ
ることである。また，異議申立て事件の処理
は，処分をした者とは別の職員が担当する例
もあるし，原処分の決済をした決済権者が替
わることもあるから，異議申立人の立証活動
や主張の補強によって，異議申立てに基づき
処分が取り消されることも期待し得る。現に，
異議申立てにより原処分が覆る例も，毎年一
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定数ある⑺。また，異議申立ては，処分庁と直
接交渉する場であるから，ときには実質的な
和解で決着を見ることもある⑻。したがって，
異議申立ての廃止は救済制度の充実という改
正の方向に逆行するとして，強い反対があっ
た。これを受けて旧法案及び新行審法は，異
議申立てを「再調査の請求」として残すこと
とした⑼。
　このように，新行審法では，行政不服審査
における救済手続は審査請求を原則とし，そ
の手続を充実したものとするとともに，例外
的なものとして，再調査の請求を存置するこ
ととした。したがって，例えば，旧行審法（旧
税通法）では国税庁長官の処分に対して行う
不服申立ては，処分庁である国税庁長官に対
して行うものであるから異議申立てであり，
審査請求はできないものとされていたが，改
正後は，国税庁長官に対し手続が充実してい
る審査請求を行うこととなった。今回の改正
により，新・旧行審法で，「審査請求」という
用語の意味が変わったことに注意が必要であ
る。
　再調査の請求は例外的なものであり原処分
庁に処分の見直しを求めるものであるから，
処分前の「手続」と処分後の「救済」との中
間に位置するものである。その意味で，「異議
申立て」という用語から「再調査の請求」と
いうネーミングとなった。ただ，申請に対す

る処分では再調査の請求が適切だが，税務調
査など不利益処分を前提とする調査について
は，せっかく調査が終わったと思ったのに再
度調査を求めるというのは心情的に難しいと
いう，ネーミングに対する反対意見もあった
が，旧法案も新行審法も，また，新税通法も，
これを採用した⑽。異議申立ては，その名前か
らして救済という色彩が濃かったが，新法で
は，救済は審査請求が原則であり，例外とし
ての再調査の請求は，処分の前後で区別され
る，行政手続と救済手続の中間的なものと位
置づけられよう。

⑶　再審査請求の存置
　旧行審法では，法律に定めがあるとき等に
おいて再審査請求をすることができるものと
されていた（旧行審法８条）。しかし，再審査
請求という２段階ないし３段階の審理を求め
なければならないことは迅速な救済という趣
旨にそぐわないし，再審査請求による救済率
も高くはない⑾。さらに，再審査請求を担当す
る機関が東京にしかなく，地方の者もこれを
経由しなければ訴訟に持ち込めないなどの弊
害もある。そこで，旧法案は，再審査請求は
廃止することとしていた。
　ところが，これまで再審査請求により救済
された例もあるのにこれを廃止することの合
理的な理由はないとする反対論や原処分庁と

⑺　国税庁の税務統計によれば，平成15年から26年
までの，取下げ，却下，みなす審査請求を除く事
件で，取消し（一部取消しを含む）の認容率は，
11〜20%であった。一部取消しの事件には実質的
な棄却事件も含まれているから，納税者の実質的
な救済率はこれほど高くはないと思われるが，無
視できない数字である。

⑻　国税不服審判所に係属した後は，和解の機会は
無いと言ってよい。

⑼　検討チーム案では，異議申立てに代わる制度と
して「略式裁決」を置くこととしていた。
⑽　昭和37年に行政不服審査法が成立する以前は，
国税については「再調査の請求」という用語が使
われていたのであり，今回が初めてではない。
⑾　国について平成17年では，終局判断までに１年
を超える事例は62.5パーセントにのぼり，また，
再審査請求における認容率は5.6パーセントである。
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違った行政庁の判断を仰ぎたいという意見を
無視できないとして，新行審法は，再審査請
求も，個別法で認める例外的な場合として存
置することとなった⑿。
　従前の再審査請求が権利救済にとって有効
なものであったかは疑問があるが，新行審法
では，審査請求に関する多くの規定が再審査
請求に準用されるから（新行審法66条），新行
審法に基づく再審査請求も，より活用される
ものと期待される⒀。

⑷　異議申立前置主義の廃止
　新行審法では，異議申立前置主義（旧行審
法20条）は廃止され，再調査の請求と審査請
求のいずれかを選択することができることと
なった（新行審法５条但書）。
　旧行審法では，異議申立てができる場合に
は，まずそれを経なければ審査請求に持ち込
めないとする異議申立前置主義が採られてい
た。さらに，審査請求を経た後（再審査請求
ができるときはこれを経た後）でなければ訴
訟を提起できないものとされていた。
　検討会においては，これらの前置主義に反
対する意見も出されたが，旧法案でも，再調
査の請求前置主義は残され（ただし，２月を
経過すると審査請求が可能），また，審査請求
を経なければ訴訟を提起できないとする審査
請求前置主義も存置されていた。新行審法で

は，検討チームの検討結果（前述Ⅰ３）をも
踏まえて，再調査の請求前置主義を廃止して
再調査の請求と審査請求の自由選択を認めた
（新行審法５条１項）。
　かつて，処分に理由付記が必要でなかった
時代には，異議申立ての決定書で処分理由が
示されるから，処分の理由を知るために異議
申立てをする必要があった。しかし，行政手
続法により不利益処分等には理由付記が必要
とされたから⒁，処分理由を知るために行う異
議申立てもその必要がなくなった。今回の改
正で，再調査の請求前置主義が採られなかっ
たのは当然である。

⑸　裁判提起の審査請求前置主義の存置
　裁判と審査請求との関係については，まず
審査請求をするか，審査請求を経ないで直ち
に裁判所へ出訴するかは，国民の自由選択に
よるのが原則であるが（行訴法８条１項本
文），個別法により，審査請求を経由しなけれ
ば出訴できないこと（審査請求前置主義）を
定めることができる（同項ただし書）。もっと
も，審査請求前置主義が採られている場合で
あっても，審査請求から３月を経過したとき
等一定の場合には直ちに訴えを提起すること
ができる（同条２項）。今回の改正によりこの
点についての取扱いに変更はないが，旧行審
法の改正と併せて，不服審査前置主義を規定

⑿　検討チーム案でも，再審査請求は「特別審査請
求」として存置することとしていた。

⒀　最近の再審査請求の認容裁決例として，厚生労
働大臣平成27年８月６日裁決がある。これは，高
校通学のための奨学金が収入とみなされ市から生
活保護費の減額処分を受けた事案において，厚生
労働大臣は再審査請求の裁決で，不当を理由にこ
れを取り消した。非常に珍しいケースとして新聞

報道された（平成27年８月18日付日本経済新聞ほ
か）。
⒁　国税については，行政手続法の理由付記の規定
が適用除外とされていたが，平成23年11月の国税
通則法の改正によりこれが廃止されたため，国税
についても，処分の理由を知るために再調査の請
求をする必要はなくなった。
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する個別法が見直され，整備法により，これ
を定める96法律のうち，47法律で全部廃止，
21法律で一部廃止，28法律で全部存続となっ
た⒂。二重前置は全部廃止された。
　審査請求によって取り消される可能性の低
い事案がある。例えば，憲法違反が争点の事
案⒃や処分庁が通達等により永年にわたって一
定の解釈や取扱いを継続しているような事案
などでは，審査庁が憲法違反だと判断したり
従来の通達等に反する解釈や取扱いを容認す
ることを期待することは難しい。このような
場合に，訴訟を提起する条件として審査請求
の前置を要求するのは，国民及び原処分庁の
双方にとって，まったく迷惑で意味のないこ
とである。
　また，国税の審査請求のように，３月で裁
決に至ることが考えられない分野⒄について
は，３月間だけ提訴を制限しなければならな
いという合理的な理由は全く考えられない⒅。
国民は，自分の案件については，どこで救済
を求めるのが最も有効かを判断してそれを選
択するのであって，それを強制するのは全く
無用である。そもそも裁判を受ける権利は憲
法上の基本的人権であるから（憲法32条），審
査請求と訴えの提起についてもその自由選択
を認めるべきであった。

２　審理の主宰者

　新行審法では，審査庁は，あらかじめ作成・
公表した名簿に基づき，その審査請求事件を
担当する審査庁の職員を「審理員」として指
名し，審理員がその審査請求を担当する。従
前は，誰が審理を担当しているのかでさえ不
明であることもあった⒆。そこで，審理員を指
名して関係者に通知することにより，責任の
所在を明確にした。
　審理の主宰者については，旧法案では，あ
らかじめ処分庁の総務課等に所属する職員を
審理員候補者として用意しておき，事件ごと
に，原処分に関係していない処分庁の職員の
中から「審理員」を指名することとした。
　検討チーム案では，「審理官」制度を創設す
ることとし，審理官は，独立して職権を行使
し，法令と良心にのみ拘束されるものとされ，
行政に対する高度の専門的知識と十分な経験
を有する者を活用するとした。
　「審理員」と「審理官」の違いは，新行審法
の「審理員」は審査庁に所属する職員のうち
から指名される（新行審法９条１項本文）の
に対し，チーム案の「審理官」は審査庁の指
揮監督に服さないとしながら，審査庁のＯＢ
などからも採用することが考えられていた。
しかし，第三者機関を設置せず「審理官」に
委ねてしまう検討チーム案よりも，行政不服

⒂　総務省「行政不服審査法の改正に伴う国税通則
法等の改正」（平成26年６月改正）。

⒃　国税不服審判所は，原処分の違法又は不当を判
断する機関であり，処分のもととなった法令の適
否，合理性を判断することはその権限に属さない
とする裁決がある（国税不服審判所平成17年12月
12日裁決）。

⒄　国税不服審判所の審査請求は，１年が標準審理
期間とされている。

⒅　例えば，開発審査会は審査請求がされた日から
２月以内に裁決しなければならないとされており
（都市計画法50条２項），このような審査請求につ
いては意味があろう。
⒆　大臣に対する審査請求が７年間も結論が出てい
ないという相談を受けてその役所を訪問して調査
したところ，審査請求の担当者が誰であるかすら
不明で放置されたままであったという経験がある。
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審査会の諮問を経て裁決を行うとする新行審
法の方が，公正な裁決という観点からみてベ
ターというべきである。

３　審理手続

　新行審法では，審査請求等の審理は，一部，
対審構造を採り入れ，その手続を充実させる
ものとした（新行審法２章３節）。
　審査請求に対し，処分庁の弁明書や審査請
求人の反論書の提出，書類その他の物件の提
出，参考人の陳述，検証等については，新行
審法においても基本的に変更はないが，以下
の点については，旧行審法より手続が格段に
充実したものとなった。
　審理手続の計画的進行として，審査請求人，
参加人及び処分庁等並びに審理員は，簡易迅
速かつ公正な審理の実現のため，審理におい
て，相互に協力するとともに，審理手続の計
画的な進行を図らなければならないこととさ
れた（新行審法28条）。審理関係人の訓示規定
であるが，審理員に，簡易迅速かつ公正な審
理の実現を求めている点が重要である。
　また，審理すべき事項が多数であり錯綜し
ているなど，事件が複雑であるため審理手続
を計画的に遂行する必要がある場合には，あ
らかじめ審査請求人等の意見を聴取して審理
手続の期日や終結予定時期等を決定し，審理
関係人に通知することとした（同法37条）。
　審理の方式については，旧行審法は，審査
請求の審理は書面審理によるものとし，審査
請求人等の申立てがあったときは申立人に口
頭で意見を述べる機会を与えなければならな
いとしているだけであった（旧行審法25条）。
新行審法では，審査請求人等の申立てにより
口頭意見陳述の機会を与えなければならず，
その場合は，審理員が期日及び場所を指定し，

すべての審理関係者を招集して行うものとし
た。口頭意見陳述には，申立人は補佐人とと
もに出頭することができ，申立人は審理員の
許可を得て処分庁等に対し質問をすることが
できるものとされた（新行審法31条）。
　このように，新行審法では，対審構造によ
る審理が採り入れられることとなった。

４　行政不服審査会の設置

⑴　行政不服審査会の設置の趣旨
　新行審法では，国に各府省の分野を横断し
て審理する行政不服審査会（地方自治体には
行政不服審査会と同様の機関）を設置し，審
査庁は，審査会の意見を聞いて裁決をしなけ
ればならないこととされた（新行審法67条以
下）。審査請求を受けた審査庁が自らの判断だ
けで裁決を行うというのは，申立人の権利救
済の実効性やその納得という観点からみて正
当ではなく，第三者の意見も反映させて裁決
を行うことにより，救済の実を上げることと
した⒇。
　旧法案では，処分庁から独立した第三者機
関として行政不服審査会を設置するものとし
ていた。これは，処分を行った行政機関に審
査請求を委ねるのではなく，第三者機関の関
与を経て裁決が行われるべきだという考えで
ある。
　検討会報告は，あらゆる分野の審査請求に
ついて，処分庁又はその上級行政庁以外の第
三者機関が審理に関与することを制度化する
こととしていた。

⒇　先例としては，情報公開・個人情報保護審査会
がある（情報公開・個人情報保護審査会設置法参
照）。
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　不服審査制度は，客観的かつ公正な審理手続によ
り，国民の権利利益の救済を図ることを目的とする
ものである。この点，審査請求の審理は，原則とし
て，処分に関する手続に関与した者以外である審理
員が行うとすることにより，その客観性・公正さを
確保することを企図している。
　また，現行制度上，個別法において，第三者機関
が審理に関与している場合があり，その中には，裁
決機関又は諮問機関として処分は委員の互選により
決定する。審査会を客観的に検証し，適正に国民の
権利利益の救済を図っているものも認められるが，
すべての類型について設けられているわけではない。
　そこで，現行制度上，法律（条例に基づく処分に
ついては，条例を含む。）の定めにより第三者機関
が審理に関与している場合を除き，行政の自己反省
機能を高め，より客観的かつ公正な判断が得られる
よう，国民の権利利益に重大な影響を与えるような
一定の案件について，優れた識見を有する委員で構
成され，法令解釈に関する行政庁の通達に拘束され
ずに，違法又は不当について調査審議を行う処分庁
又はその上級行政庁以外の第三者機関が，審理に関
与することを制度化することとする（行政不服審査
制度検討会報告35頁）。

　他方，検討チーム案では，旧法案の行政不
服審査会の制度は手続が重すぎ，簡易迅速な
救済を図るという行政不服審査制度の趣旨に
反するという反対論から，行政不服審査会は
設置しないものとし，そのかわり，審理官を
職務の独立性をもたせるものとするとしてい
た。検討チーム案は，行政不服審査では簡易
迅速に結論を出し，救済されないときは裁判
所に行って権利救済を図るべきだという考え
が背景にあった。
　しかし，これは，国民にとって裁判を提起
することがいかに困難であるかという実情を
知らない意見である。審査庁は，処分庁とは
独立したものであることが重要であるから，
検討チーム案の「審理官」が原処分庁から完
全に独立したものであるならば一定の意味は

ある。しかし検討チーム案は，原処分庁の職
員やＯＢなどからも審理官を指名するという
のであったから，これでは到底第三者性が保
たれない。手続が重すぎるというが，簡易に
したために救済が不充分になるということな
ら本末転倒であるし，迅速に処理しあとは裁
判所に行けというのは，行政不服審査制度の
充実という改正の方針に逆行する。さらには，
裁判に要する時間と費用の問題や，審査請求
の申立てと裁判の提起との国民の抵抗感の違
い，裁判官の多くが行政寄りであるという厳
然たる実情など，実務に携わる弁護士からす
れば，検討チーム案よりは，第三者機関とし
て行政不服審査会を設置するとする旧法案の
ほうが優れており，検討チーム案は実務の実
情を知らない者の議論であるとしか思えなか
った。日弁連も同様な理由で，検討チーム案
には反対であった。
　新行審法では，再び担当者を「審理員」と
し，第三者機関として「行政不服審査会」を
設置することとしたが，これは画期的な制度
改革というべきである。

⑵　行政不服審査会の構成
　国の審査請求事案について，各府省の分野
を横断して審理する統一的な合議制の機関と
して，総務省に「行政不服審査会」が設置さ
れる（新行審法67条）�。ただし，すでにある
情報公開・個人情報保護審査会の所管の審査
請求事案は対象外であるし�，国税通則法など
の法律により適用除外とされているものは除
かれる。

�　地方公共団体には，執行機関の附属機関として，
国の行政不服審査会と同様の機関が置かれ，国の
行政不服審査会と同様の業務を行うものとされて
いる（新行審法81条）。
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　委員は９名で，原則は非常勤であるが３名
以内を常勤とすることができる。公正な判断
をすることができ，かつ，法律又は行政に関
して優れた識見を有する委員で構成される。
両議院の同意を得て総務大臣が任命するとい
う国会承認人事である。委員の任期は３年で
あり，再任することができる。審査会の会長
は，３名の委員の合議体によって，審査請求
に係る事件について調査審議する。審査会は，
専門の事項を調査させるため，専門委員を置
くことができる（以上につき，同法68〜71条）。

⑶　意見送付手続
　審査庁は，審理員意見書の提出を受けたと
きは，行政不服審査会へ諮問しなければなら
ない。ただし，審査請求に係る処分が他の法
令の規定に基づき第三者機関の議を経てされ
ている場合や審査関係人から諮問を要しない
旨の申し出がある場合など一定の場合には，
行政不服審査会への諮問を要しない（新行審
法43条１項）。
　行政不服審査会への諮問は，審理員意見書
及び事件記録の写しを添えてしなければなら
ず，諮問をした審査庁は，審理員意見書の写
しを添えて審査請求人等へその旨を通知しな
ければならない（同条２項，３項）。
　審査請求人等は，これにより審理員意見書
の内容を知ることができ，これに対する反論
や反証等を準備し行政不服審査会に提出する
ことができるのである。

⑷　行政不服審査会の調査審理手続
　行政不服審査会は，次のような手続により
調査，審理を行い，審査庁に答申する。
①�　行政不服審査会は，審査請求に係る事
件に関し，審理関係者に意見書や資料の

提出を求め，適当と認める者に事実を陳
述させることその他必要な調査をするこ
とができる（新行審法74条）。
②�　行政不服審査会は，審理関係者から申
立てがあったときは，口頭で意見を述べ
る機会を与えなければならない。ただし，
その必要がないと認めるときは，この限
りでない（同法75条）。
③�　審査関係人は，審査会に対し，主張書
面又は資料を提出することができる（同
法76条）。
④�　審査関係人は，審査会に対し，提出さ
れた主張書面又は資料の閲覧又は写しの
交付を求めることができる（同法78条）。
⑤�　行政不服審査会等は，諮問に対する答
申をした場合には，答申書の写しを審査
関係人等に送付するとともに公表する
（同法79条）。

⑸　行政不服審査会の答申と裁決との関係
　審査庁は，行政不服審査会から諮問に対す
る答申を受けたときは，遅滞なく裁決をしな
ければならない（新行審法44条）。
　行政不服審査会は諮問機関であるから，そ
の答申は審査庁を拘束するものではないが，
このような制度を設けた以上，できるかぎり
その答申を尊重することが必要である。また，

�　旧法案では，現在すでにある「情報公開・個人
情報保護審査会」を，新たに設置する「行政不服
審査会」に吸収するものとしていた。これについ
ては，主として情報問題に携わる弁護士等からの
反対意見が強く，それが，旧法案が成立を見なか
った一因だという声もあった。そこで，新行審法
では，情報公開・個人情報保護審査会は従来通り
残すこととし，新たに設置する行政不服審査会は，
情報公開・個人情報保護以外の不服申立てについ
て審議する機関とされた。
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この制度においては，審理員意見書及び行政
不服審査会の答申書の写しが審査請求人等に
送付されるから（同法43条３項，79条），審査
請求人等はこれらを検討のうえ，さらに訴訟
を提起するか否かを判断することができるの
である。

Ⅲ�　国税通則法改正と国税審査請求制度の
改革

１　税制改正等による国税通則法の改正

　行政不服審査法の改正に伴い整備法により
国税通則法もまた改正されることになるが，
整備法の施行以前から国税審査請求制度に関
する改正が行われてきた。税制改革は，毎年
税制調査会の答申を受けて行われるのが慣例
であるが，そのなかで，「納税環境の整備」と
して，国税不服審判所の改革も課題とされて
きた。国税審査請求制度の改革は，行政不服
審査法の改正の議論と並行して，税制調査会
でも行われてきたのであった。

⑴�　平成23年度税制改正大綱（税制調査会・
民主政権） 
　平成23年度税制改正大綱は，民主政権下の
税制調査会によって決定された。その中で，
納税環境整備として，①納税者権利憲章，②
租税教育の充実，③税務調査手続，④更正の
請求，⑤理由付記，⑥国税不服審判所の改革，
が盛り込まれていた。
　このうち，⑥国税不服審判所の改革につい
ては，国税審判官を民間から年15名程度ずつ
を採用し，平成25年までに50名程度を民間か
らの任用にすることにより，国税審判官の半
数程度を外部採用者とする旨が謳われていた。
その結果，平成25年及び平成26年は，50名が

外部採用者となった。国税審判官として実際
の事件の処理を担当する者の約半数が外部採
用者となっている。これは，一定の進歩であ
る。

⑵�　平成23年税制改正による国税通則法の改
正（平成23年11月）
　平成23年度税制改正大綱を受けて，上記６
項目の改正が模索されたが，自民党の反対等
もあり，結局，実現を見たのは，③税務調査
手続，④更正の請求，⑤理由付記の３つの改
正であった。また，⑥国税不服審判所の改革
のうち，不服申立手続の見直しについては，
行政不服審査法の改正を担当する検討チーム
が組織されていたため，その検討結果を踏ま
えて改めて検討することとされた。

⑶�　平成26年税制改正による国税通則法の改
正（平成26年３月）
　旧国税通則法99条は，①国税庁長官が発し
た通達に示されている法令の解釈と異なる解
釈により裁決をするとき，②他の国税に係る
処分を行う際における法令の解釈の重要な先
例となると認められる裁決をするときは，国
税不服審判所長は，あらかじめその意見を国
税庁長官に申し出なければならないものとし，
この申出があった場合には，国税庁長官は，
国税審議会の議決に基づいて国税不服審判所
長に指示するものとしていた�。このように，
この規定は，国税不服審判所長は国税庁長官
の指示には従わなければならない下級行政庁

�　次に紹介する自民党の司法制度調査会も，平成
19年３月の意見書の中で，「国税通則法99条の国税
庁長官の指示は，きわめて特異な制度であり，そ
の存在意義を根本的に見直すべきである」として
いた。
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であることを示していた。これでは，国税不
服審判所長が納税者の権利救済機関として十
分に機能を発揮できないことは明らかである。
平成26年度税制改正大綱は，この点の改正を
求めていたが，改正大綱のとおりこれが実現
した。
　この改正により，上記の①又は②に該当す
る場合には，国税不服審判所長は，その意見
を国税庁長官に通知し，国税庁長官がその意
見に同意しない場合には両者が共同して国税
審議会に諮問し，国税不服審判所長は国税審
議会の議決に基づいて裁決をしなければなら
ないものとした（新税通法99条）。これによ
り，国税不服審判所長が国税庁長官の「指示」
に従うということはなくなった。この場合，
「議決に基づき」というのは「議決により」と
は異なり完全に議決に拘束されるというもの
ではないから�，国税不服審判所長は必ずしも
国税審議会の議決に従わなくてもよい。この
改正により実質的にも一定の効果はあるもの
と考えられようが，担当審判官及び国税不服
審判所長の意識次第である�。国税不服審判所
が，国税庁から少しの距離をおいた第三者的
な救済機関としての役割を果たすためには，
初代から今日まで現職の裁判官を充てている
ことの意義を国税不服審判所長がどれだけ自
覚するかに掛っている。

⑷�　整備法による国税通則法の改正（平成26
年６月）
　以上のように，平成23年度税制改革大綱に
始まった国税不服審判所の改革問題は，国税
審判官の民間からの採用と国税通則法99条の
改正を実現した。しかし，その余の改革につ
いては，一般法たる行政不服審査法の改正を
待たなければならなかった。そして，平成26

年６月に，行政不服審査法の改正が実現し，
これに伴う整備法により国税通則法も改正さ
れ，国税不服審判所の審理手続を中心に大幅
な改正が実現した。この点については後述す
る。

２　自民党司法制度調査会の活動

⑴�　司法制度改革審議会意見書と自民党司法
制度調査会の活動
　戦後60年を経て，司法制度の全面的な見直
しを行うために設置された司法制度改革審議
会は，平成13年６月に意見書を公表した。そ
の中に，「司法の中核たる裁判機能の充実に格
別の努力を傾注すべきことに加えて，ＡＤＲ
が，国民にとって裁判と並ぶ魅力的な選択肢
となるよう，その拡充，活性化を図るべきで
ある」として，裁判外の紛争解決手続（ＡＤ
Ｒ）の拡充・活性化を謳っていた。
　自由民主党政務調査会司法制度調査会（以
下，「調査会」という）は，司法制度改革審議
会意見書に謳われた裁判外の紛争解決手続
（ＡＤＲ）の拡充・活性化について全面的な検
討に着手した。そこでは，準司法手続を，①
当事者間紛争処理型，②違法行為監視・是正
型，③不服審査型，の３つに分類したうえ，
関係省庁へのヒアリングを行うなど，活発な
活動を行った。国税不服審判所は上記③不服
審査型のひとつとして，検討対象となったの
である。

⑵　国税不服審判所に対するヒアリング
　調査会は，平成18年11月15日，国税不服審

�　志場喜徳郎ほか編『国税通則法精解（平成25年
改訂）』（大蔵財務協会・平成25年）1043頁参照。
�　これまで税通法99条が使われた例は，僅か９件
だけである。



国税審査請求制度改革の意義と今後の課題

税法学574　213

判所を取り上げ，ヒアリングを実施した。日
税連はこの席で，「国税不服審判所の在り方に
ついての意見」と題する書面をもとに12項目
の改革課題を提言したが，その中に，執行機
関と裁決機関の分離を明確にするため国税審
判官に税理士を採用するという提言があった。
これに対し国税不服審判所の担当者は，国税
審判官は法解釈だけでなく事実認定も要求さ
れるため税理士では無理だとしてこれを言下
に否定したため，議員がこれに強く反論し
た�。これを契機に，税理士や弁護士等の国税
審判官への採用が実現したのである。
　調査会が平成19年３月20日に公表した「21
世紀社会にふさわしい準司法手続の確立をめ
ざして」とする文書には，次のような記載が
あった。

手続主宰者の中立性・公正性・専門性の向上
　準司法手続に対する当事者の信頼性を確保し，迅
速かつ適正な処理を行うためには，手続の主宰者･
判断者の中立性・公正性・法的専門性を高める必
要がある。国民にはこの点に強い不平・不満がある
ことを真剣に受け止めるべきである。準司法手続の

主宰者・判断者について，行政機関の通常のローテ
ーションの一環として位置づけることを解消し，法
曹有資格者の大幅な採用を積極的に進めていくべき
である。（下線は筆者。以下同じ）

国税不服審判所
国税不服審判所については，二重の前置主義が採ら
れていることもあり，判断者の中立性・公平性・法
律専門性を確保するために，法曹有資格者を増加さ
せ，関係省庁の人事ローテーションから切り離すな
どして第三者性を高める必要がある。また，国税通
則法99条の国税庁長官の指示は，きわめて特異な制
度であり，その存在意義を根本的に見直すべきであ
る。

　以上のような経過を経て，国税不服審判所
は，法曹有資格者や税理士などを国税審判官
に採用するようになった。日税連が提唱した
国税審判官への民間からの採用が実現したの
である�。これはまた，調査会の活動の成果で
あった。
　その後現在までの，国税審判官への民間か
らの採用は次のとおりである�。

【国税審判官（特定任期付職員）の状況】

採用年度 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

応募者数 39 17 17 51 93 101 76 74

採用者数 ４ １ ３ 13 15 16 17 14

在籍者数 ４ ５ ８ 18 31 44 50 50

�　多くの議員からは，「そのような説明では国民は
納得しない。弁護士を任用してもよい。執行機関
と裁決機関の分離という点をもっと考えるべきだ」
などという強い意見が出されたという。この経過
については，宮川雅夫「国会レポート」平成19年
４月１日付「日本税政連」参照。

�　民間からの登用者が平成25年から50名になった

のは，平成23年度税制改正大綱が，「平成25年まで
に50名程度を民間から任用する」としたことによ
るものである（同改正大綱８頁）。
�　平成27年は，応募者95名，採用者13名である。
この数字は，国税審判官の民間からの採用者をさ
らに増加させることが可能であることを示してい
る。
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⑶　調査会の緊急提言　
　調査会は，平成19年12月14日，「緊急提
言　準司法改革の成果と今後の指針」として，
国税不服審判所の改革について，次のような
文書を発表した。

国税不服審判所
　国税不服審判所については，提言において，①審
判官の中立・公平・法律専門性の担保や，②国税通
則法99条（国税庁長官の指示）の根本的見直し等を
求めたところである。
　これに対して，国税不服審判所は，審判官の公募
を実施し，平成19年７月から税理士４名を採用する
が，99条は税務行政の統一的運用と国税不服審判所
長の判断の独立を担保するものであって見直しは困
難であるとしている。
　これらの対応のうち，特に審判官の公募について
は，我々の提言を反映したものであり，評価でき
る。しかし，国税通則法99条は，課税行政の長であ
る国税庁長官が，準司法機関である国税不服審判所
長の判断に容喙することを許すものであり，準司法
手続の中立・公正性に疑いを生じさせている。こう
した疑いは，国税不服審判所制度が創設された昭和
45年当時の国会審議においても繰り返し指摘され，
衆議院では独立した租税審判制度の創設について継
続的な検討を求める附帯決議が付されていたところ
であり，99条の改廃については継続的な検討問題と
していかなければならない。
　もっとも，99条を廃止し，国税不服審判所を国税
庁から完全に独立したものとする場合，様々な法制
上の課題（国税不服審判所の裁決に対して国税庁が
取消訴訟を提起できる制度とすべきか，そうだとし
て行政機関同士が相争う場合の訴訟のあり方や審級
省略を採用するか否かなど）に直面することになろ
う。しかし，こうした行政審判制度の検討は，我々
が３月提言において示した行政審判庁構想の実現へ
の一里塚ともなり得るものである。
　内閣官房及び国税不服審判所において，99条の改
廃とその後のあるべき制度像について真摯な検討を
するほか，引き続き，法曹有資格者の活用や国税と
地方税の不服申立てのあり方についての検討等の諸
課題に真剣に取り組んでいくことが強く望まれる。

　前述したように（Ⅲ１⑶），平成26年税制改

正による国税通則法の改正により国税通則法
99条が改正されたのは，調査会の上記の提言
がその端緒だったということができよう�。政
権与党の調査会のこのような提言が，行政不
服審査法改正の機運を醸成したのは間違いな
いところである。
　このようにして，国税不服審判所の改革は，
行政不服審査法の改正を待ちつつ，一部につ
いてはこれと並行して先取りされてきたので
ある。

３�　新行審法と新税通法による国税審査請求
制度の改正

⑴�　行政不服審査法（昭和37年９月）と国税
通則法（昭和37年４月）との関係
　国税通則法75条〜113条（改正後は同条から
113条の２）に，「国税に関する法律に基づく
処分」に対する不服審査についての規定があ
る。これは行政不服審査法の特則であるから，
ここに定められている以外の事項については，
行政不服審査法の適用がある（新税通法80条
１項）。
　国税に関する法律に基づく処分以外の処分
や，処分に該当しないもの（事実行為など）
に対する不服審査については，国税通則法の
適用はなく，すべて行政不服審査法の定める
ところによることとなる。
　今回の改正では，行政不服審査法の改正に
伴う関係法律の整備法により，関係する342の
法律が改正された。これにより国税通則法も
改正され（整備法99条），国税不服審査制度も
改革が行われることになった�。

�　日弁連は，この提言を支持する会長声明を発表
するなど，調査会のこの一連の活動を高く評価し
た。
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⑵　国税審査請求制度改正のあるべき方向
　一般法である行政不服審査法が全文改正さ
れ，これに伴いその特別法たる国税通則法の
国税不服審査に関する規定が改正されるので
あるから，それは，新行審法の改正の趣旨に
沿ったものでなければならない。
　新行審法は，①手続保障を強化する，②分
かりやすく利用しやすいものとする，③国民
の権利利益の保護に重点をおく，という視点
から改正が行われた。したがって，今回の国
税通則法の改正を検討するにあたっては，そ
のような視点からの検証が行われなければな
らない。そして，国税の審査請求制度は，一
般法たる新行審法より合理的理由なく遅れる
ものであってはならないのである。換言すれ
ば，一般法に対する特別規定を設けるときは，
一般法より厳しくし又は緩やかにするいずれ
の場合であっても，一般法たる新行審法とは
別異の取扱いとしなければならない合理的な
理由が必要なのである。

Ⅳ　国税審査請求の審理手続の改正

　新行審法は，審査請求を国民の権利利益の
救済にとって実効性あるものにするため，審
査請求の審理手続を充実させることとした。
審理手続は審査請求の審理の核心であるが，
これまではその審理手続の規定は極めて不備
なものであった。今回の改正でこれを充実し
たものにすることは，改正の重要な課題であ
る。新税通法は，概ね新行審法の審理手続に
合わせて改正された。これにより，国税審査
請求の審理手続も，以下に述べるとおり，従
前に比べて改善された。

１　審査請求の申立て

⑴　審査請求申立ての対象
　国税不服審判所は「国税に関する法律に基
づく処分についての審査請求に対する裁決を
行う機関」であるから（新税通法78条），国税
不服審判所長に対して審査請求をすることが
できる対象は，「国税に関する法律に基づく処
分」である（新税通法75条１項本文）。したが
って，国税に関係するものであっても「国税
に関する法律に基づく処分」でない処分や，
事実行為など処分に当たらないものについて
は税通法の適用はなくすべて行審法の規定に
よることとなるから，国税不服審判所長に対
して審査請求をすることはできない。また，
酒税法第２章の規定による処分についての不
服申立ては，税通法の規定の適用はなく行政
不服審査法による（新税通法80条３項）。これ
らは，旧税通法と基本的な違いはない。
　また，国税庁長官の処分，及び，税務署長
のした処分で国税庁の当該職員の調査によっ
てされた旨の記載のある書面により通知され
た処分，に対する審査請求は税通法の適用が
あるが，審査請求の申立先は国税不服審判所
長ではなく，国税庁長官である（新税通法75
条１項２号，２項２号）。これは，旧行審法
上，上級行政庁がある場合は審査請求，ない
場合は異議申立てとされていた不服申立ての
類型（旧行審法５条，６条）が，異議申立て
を廃止して審査請求に一元化されたことによ
る。これに合わせ，新税通法では，上級行政
庁のない国税庁長官の処分に対する不服申立
ては審査請求とされた。一度しかない不服申

�　地方税についても，整備法により地方税法が改
正された（整備法40条）。
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立てであるから，再調査の請求ではなく，手
続の充実した審査請求によるものとしたので
ある。この場合の審査請求には，行政不服審
査法が適用される（新税通法80条２項）。

⑵�　国税不服審判所長への審査請求の対象と
なる処分
　国税不服審判所長に対して審査請求をする
ことができるのは，次に掲げる処分である。
この点については，基本的に変更はない。　
①�　税務署長又は国税局長のした処分（新
税通法75条１項１号ロ）。
②�　税務署長の処分で国税局の当該職員の
調査によってされた旨の記載があるもの
（同条２項１号）。
③�　国税局又は税務署の職員がした処分。
その職員の所属する国税局又は税務署の
長がその処分をしたものとみなして審査
請求をする（同条５項）。
④�　国税庁，国税局，税務署以外の行政機
関の長又は職員がした処分（同条１項３
号）。
　�　例えば，登記機関の処分（登録免許税
法31条２項）�。
⑤�　再調査の請求をし，その翌日から起算
して３月を経過した場合又は再調査の請
求の決定を経ないことに正当な理由があ
る場合並びに再調査の請求の決定になお
不服がある場合（新税通法75条４項，３
項）。

⑶　審査請求申立ての方式
　審査請求の申立ては，審査請求に係る処分
の内容等を記載した審査請求書を提出して行
わなければならない（新税通法87条１項）。申
立てが書面によらなければならないことや申

立書の記載事項は基本的には従前と変わりが
ないが，期間を徒過してされた審査請求申立
てについての正当な理由の記載は改正法によ
り追加された（同条２項）。

⑷　審査請求の申立期間
⒤　再調査の請求を経ない審査請求

　審査請求の申立期間は，新行審法に合わせ，
処分があったことを知った日の翌日から起算
して３月とされた（新税通法77条１項）。従前
は２月であったから１月だけ延長されたので
あり，一歩前進であるとはいえる。
　しかし，このような審査請求の申立てに期
間制限を設けることがなぜ必要なのであろう
か。これについては，租税法律関係の早期確
定とかその安定などということが言われる。
しかしながら，３月を経過した後であっても
審査請求ができるとしたからといって，何か
具体的に問題があるのであろうか�。租税債務
者が更正等は違法だと主張する事案について，
それが３月で確定してしまわなければ課税庁
やその処分を信じた第三者に不都合が生じる
などということはあり得ない。
　裁判を受ける権利の保障という憲法上の基
本的人権である訴訟の提起について，その一
般法である行政事件訴訟法が出訴期間を６月
としているのに�，国民の簡易迅速な権利救済
のために例外的な救済手段として用意された
行政不服審査の前置を強要しその申立てを３

�　登記機関の処分については，最判平成17年４月
14日民集59巻３号491頁参照。
�　租税関係の早期確定などという抽象的な意味不
明の説明は何の役にも立たない。
�　筆者は，行政事件訴訟法がすべての行政処分に
ついて一律に出訴期間を設けることにも反対であ
る。
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月に制限すれば，実質的に出訴期間を３月に
制限するという結果を招く。行政事件訴訟法
によれば，行政処分一般について６月までは
訴訟は提起できるのに，国民の権利救済の便
宜とその充実のために設けられた例外的な権
利救済手段を定めた行政不服審査法の規定の
ために３月を過ぎれば訴訟の提起ができない
などというのは，まさに本末転倒であるとい
う他はなく，裁判を受ける権利を侵害するも
のである。百歩譲って行政事件訴訟法との整
合性を言うのであれば，審査請求の申立期間
も６月にするべきであった。
　これについては，訴訟の提起となれば弁護
士への委任や費用の手当等の課題があるのに
対して，不服申立てについては税務署の備え
付けの所定の用紙に必要な事項を書き込んで
提出すれば費用負担もなく申立てができるの
であるから，審査請求は３月でもいいという
意見がある。しかし，違法な更正等の処分を
受けた納税者が税務署長等を相手にこれを争
うというのは，一般国民にとって重大な決心
を要することである。多くの実例を見てきた
筆者には，それを検討するのに３月で十分だ
とは到底思われないのである。まだその決心
がついていなくとも，とりあえず３月以内に
再調査の請求か審査請求をしておけばいいな
どという議論は，一般国民の心情の実態を知
らない謬見であり，それこそ租税法律関係を
不安定にするものといえる。この点は，早急
に改められるべきである。
ⅱ　再調査の請求の後にする審査請求

　納税者が再調査の請求を選択したときに，
その決定に不服がある者が審査請求をする場
合には，再調査決定書謄本の送達の日の翌日
から１月内にしなければならない（新税通法
77条２項）。これは旧法と同じである。これに

ついても，上記ⅰで述べたとおり不当である
が，せめて再調査の請求や審査請求の申立期
間に合わせて３月にするべきである。
ⅲ　申立期間徒過の正当な理由

　申立期間を徒過したときにそれにつき正当
な理由のあるときは申立てが認められる（新
税通法77条１項，２項）。この規定は従前には
なかった規定であって，改善点である。具体
的にどのような場合が正当な理由に当たるか
は今後の実例の積み重ねを待つほかないが，
上記のとおり不服申立ての期間制限は，元来，
設けるべきものでないことを考えれば，この
「正当な理由」はできる限り広く解釈するべき
である。

２　審査請求の手続の流れ

⑴　審理手続を経ない却下裁決
　審査請求人が国税不服審判所長から相当の
期間を定めて補正を求められたのにその期間
内に不備を補正しないとき，または審査請求
が不適法であって補正することができないこ
とが明らかなときは，国税不服審判所長は，
審理手続を経ないで，裁決で，審査請求を却
下することができる（新税通法92条）。
　旧税通法は，「審査請求が期間経過後にされ
たものであるとき，その他不適法であるとき」
に却下するとしていたが，新税通法は，却下
する場合の具体例を明文で規定した。しかし，
国税不服審判所は，元来，国民の権利救済機
関であるから，審判官が不備と判断する場合
であっても，まず，原処分庁の答弁書の提出
を求めたうえ，不備の有無の判断をするべき
である。なお，この要件に当たらないのに却
下したときは，裁決固有の取消事由となる。
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⑵　答弁書の提出と担当審判官の指定
　国税不服審判所長は，審査請求書を受理し
たときは，原処分庁から，答弁書を提出させ
る（新税通法93条）とともに，審査請求に係
る事件の調査及び審理を行わせるため，担当
審判官１名及び参加審判官２名以上を指定す
る（同94条１項）。従前は，まず答弁書を要求
し，それが提出された後に審判官を指定する
ものとされていたが，これらを同時に行うこ
とになったので，多少は迅速な審理に寄与す
ることになる。
　担当審判官等は，処分又は再調査の請求の
決定に関与した者その他の関係人は，審判官
等に指定してはならない（同法94条２項）。こ
の規定は，新行審法において，審理員の不適
格事由が定められた（新行審法９条２項）の
に合わせて新設されたものである。これに違
反して事件の関係者等が審判官として関与し
てされた裁決は違法であり，裁決固有の取消
事由となる。

⑶�　審査請求人の反論書及び参加人の意見書
の提出
　審査請求人は，答弁書に対する反論書を提
出することができる（新税通法95条１項）。ま
た，参加人は，参加人意見書を提出すること
ができる（同条２項）。これらの規定は従前と
同じであるが，「反論書」と「参加人意見書」
という表題は格別の意味を持たないから，「審
査請求人意見書」とか，「主張書面」など，そ
のタイトルは自由でよい。

⑷　口頭意見陳述
①�　審判官は，審査請求人又は参加人の申
立てがあったときは，申立てをした者に
口頭で意見を述べる機会を与えなければ

ならない（新税通法95条の２第１項）。
②�　意見の陳述の申立てをした者は，口頭
意見陳述において，審判官の許可を得て，
処分の内容及び理由に関し，原処分庁に
対し質問を発することができる（同条２
項）。
③�　口頭意見陳述は，全ての審理関係人を
招集してさせる（同条２項，84条２項）。

　旧税通法でも，当事者の要求があったとき
は必ず口頭意見陳述の機会を設けなければな
らないものとされていたが，相手方である原
処分庁を同席させることは必要とされていな
かったから（旧税通法101条１項，84条１項，
２項），口頭意見陳述の機会に，審査請求人と
原処分庁とが意見を戦わす場面はなかったの
である�。
　新税通法では，口頭意見陳述について，必
ず原処分庁を立ち会わせるものとしたうえ，
審査請求人等の原処分庁に対する発問権を認
めるなど，対審構造を採ることとしている。
これにより，審理の充実を図ることができる
し，審査請求人が原処分庁に直接質問するこ
とができるから，納税者の納得という面でも
前進である。
　この席に立ち会って発言することができる
のは原処分庁の担当者だけである。したがっ
て，税務署長の処分については当該税務署の
吏員に限られるのは当然であり，その上級行
政庁だからといって当該国税局の吏員が立ち
会うことはできない�。

�　これまでも，原処分庁を同席させて意見陳述を
行ったケースがあった。旧税通法にはそのような
規定はないが，「同席主張説明」と題して行われて
いた。新税通法施行後は，すべて口頭意見陳述と
して行われることになる。
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⑸　資料等の提出と質問検査等
①�　審査請求人は，証拠書類・証拠物を提
出することができ，原処分庁は，事実を
証する書類その他の物件を提出すること
ができる（新税通法96条）。
②�　審判官は，審理関係人の申立て又は職
権で，審査請求人・原処分庁・参考人に
対し，質問し，その所持する帳簿書類等
の提出を求め，これを留め置くことがで
きる（同法97条）。

　上記①は旧税通法とほぼ同旨であるが，②
の申立てについては，旧税通法では審査請求
人だけであったが，新税通法では原処分庁も
できるものとなった。これにより，審査請求
の段階では，原処分庁はもはや税通法第７章
の２の規定による質問検査等をすることはで
きず，必ず担当審判官を通じて行わなければ
ならないことが明確になった。
　この規定は，裁判所の釈明処分の規定（行
訴法23条の２第１項）と比べれば不十分なも
のである。しかし，担当審判官がリーダーシ
ップを取って，原処分庁に対し，有利不利を
問わず関係証拠等の提出を求めるならば，こ
れらの規定は意味を持つものとなる。正しい
事実認定と法令解釈適用を行うため，審理に
おける担当審判官のリーダーシップは重要で
ある。

⑹　審理手続の終結
　担当審判官は，必要な審理を終えたと認め
るときは，審理手続を終結する（新税通法97
条の４第１項）。
　担当審判官は，次の各号のいずれかに該当
するときは，審理手続を終結することができ
る（同条２項）。
①�　相当の期間内に，イからホまでに定め

る物件が提出されない場合に，更に一定
の期間を示して，当該物件の提出を求め
たにもかかわらず，提出期間内に物件が
提出されなかったとき（同条２項）。
イ　答弁書（同法93条１項）
ロ　反論書（同法95条１項）
ハ　参加人意見書（同条２項）
ニ�　証拠書類若しくは証拠物又は書類そ
の他の物件（同法96条３項）
ホ�　帳簿書類その他の物件（同法97条１
項）

②�　口頭意見陳述の申立てをした審査請求
人等が，正当な理由がなく口頭意見陳述
に出頭しないとき。
　�　担当審判官が審理手続を終結したとき
は，速やかに，審理関係人に対し，審理
手続を終結した旨を通知する（同法97条
の４第３項）。

　上記の規定は，旧税通法にはなかったもの
である。これまでは，審理手続が終結したの
かまだ続いているのかが全く不明であり，い
きなり裁決書が送付されて審理手続が終結し
ていたことを知るというのが実情であった。
新税通法でこの点が明確になったことは審査
請求人等にとっては前進である。しかし，裁
決がされる月日を事前に通知する制度はない。
裁判では，判決言い渡し期日は必ず事前に知
らされている。審査請求人等にとって裁決書
が送付される予定の月日を事前に知ることは，
極めて重要である。国税不服審判所は，審査
請求手続の進行予定として，裁決のだいたい
の期日を事前に通知しているが，裁決日が決

�　原処分庁所属以外の者が権限もなく立ち会った
場合には，審理手続に違法があったとして，裁決
固有の取消事由になる。
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まった時には裁決書送達の予定日を審査請求
人等に通知する取扱いをするべきである。

⑺　裁決
⒤　裁決の主文

　裁決の主文については，次のとおりであり
（新税通法98条），却下の裁決の規定が追加さ
れた（同条１項）ほかは，旧税通法と変わり
はない。
①�　却下　　審査請求が法定の期間経過後
にされたものである場合その他不適法で
ある場合
②�　棄却　　審査請求に理由がない場合
③�　処分の全部又は一部の取消し若しくは
変更　　審査請求に理由がある場合。た
だし，審査請求人に不利益な変更はでき
ない。

　国税不服審判所長は，裁決をする場合には，
担当審判官及び参加審判官の「議決に基づい
て」これをしなければならない（同法98条４
項）。「議決により」とは違って，国税不服審
判所長は議決とは違った裁決をすることも可
能だとしても�，その議決を最大限尊重しなけ
ればならないことはいうまでもない。
ⅱ　裁決書の記載事項

　裁決書には，①主文，②事案の概要，③審
理関係人の主張の要旨，④理由を記載しなけ
ればならない（新税通法101条）。旧税通法で
は，裁決書の記載事項についての具体的な規
定はなかったが，この４項目の記載について
は，従前からおおむね行われてきたところで
ありこれが明文化された。
　裁決は，担当審判官及び参加審判官の議決
に基づいて行わなければならない（新税通法
98条３項）のであるから，裁決書には担当審
判官及び参加審判官の氏名を記載するのが当

然である。ところが，現在の取扱いはその氏
名が記載されていない。これは上記法条の趣
旨に反するものであるから，これを記載する
よう取扱いを改めるべきである。さらに，新
行審法では，審理員と審査庁の結論が違う場
合でもそれが審査請求人にオープンにされる
（新行審法42条１項，43条３項）ことの対比か
らするならば，現場で審査請求を担当した審
判官等が作成する議決書は審査請求人にオー
プンにするべきである。これは，法改正によ
らずとも取扱いにより可能である。これによ
り，民間から審判官を採用する趣旨がより生
かされることになるし，審判官等のモチベー
ションも上がるものと思われる。
　審査請求人の代理人も表示されていないが，
これも表示するべきである。

３　審理の進め方

　新税通法では，審査請求の審理手続が計画
的に進行し，迅速な解決が図られるよう，幾
つかの規定が新設された。これらはいずれも，
新行審法の規定（新行審法16条，28条，37条） 
に合わせたものである。

⑴　標準審理期間の設定・公表
　国税庁長官，国税不服審判所長，国税局長，
税務署長は，不服申立てがその事務所に到達
してから決定又は裁決をするまでに通常すべ
き標準的な期間を定めるよう努め，これを適

�　この規定については，「『議決に基づく』ことを
要するわけであるから，国税不服審判所長の意思
決定は，少なくとも担当審判官等の議決に基礎を
置かなければならず，その議決とは全くかけ離れ
た裁決をすることはできない。」と解されている。
志場喜徳郎ほか編『国税通則法精解（平成25年改
訂）』（前掲注�1040頁参照）。
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当な方法により公にしておかなければならな
い（新税通法77条の２）。
　現在，すでに異議申立ては２月，審査請求
は１年と定め，その決定又は裁決はその期間
内にされるよう努めるものとしている。これ
は，従前から自主的にそのように決めて行わ
れてきたものである�。

⑵　審理手続の計画的進行
　審査請求人，参加人及び原処分庁並びに担
当審判官は，簡易迅速かつ公正な審理の実現
のため，審理において，相互に協力するとと
もに，審理手続の計画的な進行を図らなけれ
ばならない（新税通法92条の２。同旨新行審
法28条）。なお，民事訴訟法にも同様の規定が
ある（民事訴訟法147条の２）。
　審理関係人の訓示規定であるが，次のこと
が求められる。
①�　原処分庁は，簡易迅速かつ公正な審理
の実現のため，答弁書を提出すると同時
に必要な証拠を全部提出すること�，提出
しない証拠等についても速やかに審査請
求人に開示すること。
②�　当事者は，相手方から出された書面に
ついての反論を速やかに提出すること。
③�　担当審判官は，当事者の意見を十分聴
取したうえ関係人からの事情聴取の予定
や書類等の提出の要請等を速やかに決定
すること，当事者の立会いのもとでの証
拠調べの実施等の審理計画を速やかに策

定して当事者に提示すること。
④�　争点及び証拠を整理し，争点表を早い
段階で策定すること。

⑶　審理手続の計画的遂行
　争点が多数であり複雑な事件について迅速
かつ公正な審理を行うためには，審理手続を
計画的に遂行することが必要である。そこで，
そのような事件については，あらかじめ審査
請求人や原処分庁の意見を聴取したうえ審理
の計画を定め，これを審理関係人に通知した
うえ，審理の計画的な遂行を図らなければな
らない（新税通法97条の２。同旨新行審法37
条）。なお，民事訴訟法にも同様の規定がある
（民事訴訟法147条の３）。
①�　審判官は，事件が複雑であることその
他の事情により，迅速かつ公正な審理を
行うため必要があると認める場合には，
期日及び場所を指定して，審理関係人を
招集し，あらかじめ意見の聴取を行うこ
とができる（新税通法97条の２第１項）。
②�　審判官は，審理関係人が遠隔地に居住
している等の場合には，音声の送受信の
方法によって意見の聴取を行うことがで
きる（同条２項）。
③�　審判官は，意見の聴取を行ったときは，
遅滞なく，審理手続の期日，場所，審理
手続の終結予定時期を審理関係人に通知
する（同条３項）。

　国税不服審判所においては，現在すでにこ

�　平成26年度の達成率は，異議申立て及び審査請
求ともに95％である。国税庁ホームページ。

�　これまでは，原処分庁から提出すると審査請求
人の閲覧の対象になるため，審判所の求めに応じ
て提出したという体裁を採る，すなわち，旧税通
法96条ではなく97条により必要な証拠を提出する

という例も多かった。しかし，原処分庁の持つ証
拠は自ら提出するべきであって，今後はこのよう
な姑息な手段は厳に行ってはならない。この点の
実情については，永田理絵「国税不服審判所の存
在意義と審理手続上の課題」租税訴訟６号（租税
訴訟学会，2012年）60頁参照。
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のような予定表が示されているが，今後は新
税通法の規定に基づき，迅速な審理，裁決の
ため，計画的な審理を進めなければならない。
民事訴訟法では，審理の計画に定めなければ
ならない事項として，①争点及び証拠の整理
を行う期間，②証人尋問等を行う期間，③口
頭弁論の終結，判決の言渡しの予定時期を挙
げている（民事訴訟法147条の３第２項）。国
税の審査請求においても，裁決の予定時期等
も通知するべきである。

４　証拠書類等の閲覧・写しの交付

⑴　旧行審法・旧税通法の規定
　旧税通法では，審査請求人は担当審判官に
対し原処分庁から提出された書類その他の物
件の閲覧を求めることができるとされ（旧税
通法96条２項），その謄写は一切認められてい
なかった。これは，旧行審法に倣ったもので
あった（旧行審法33条２項）。実際，閲覧を求
めても，答弁書や意見書等，すでに審査請求
人がその写しを受領している書類がほとんど
で，閲覧の規定は事実上無意味なものであっ
た。
　今回の改正では，この点の改革が大きな課
題となり，閲覧の対象の拡大とその謄写の容
認が強く求められた。その結果，以下のとお
り，閲覧の対象が拡大され，写しの交付を求
めることができるなど，改善はされたが，法
文上はなお問題が残る�。

⑵　閲覧・写しの交付の対象
　審理関係人は，審理手続が終結するまでの
間，担当審判官に対し，新税通法96条１項，
２項及び97条１項２号により提出された書類
その他の物件の閲覧（電磁的記録にあっては，
記録された事項を財務省令で定めるところに

より表示したものの閲覧）又は書類の写し若
しくは当該電磁的記録に記録された事項を記
載した書面の交付を求めることができる。担
当審判官は，第三者の利益を害するおそれが
あると認めるとき，その他正当な理由がある
ときでなければ，その閲覧又は交付を拒むこ
とができない（同法97条の３第１項）。
　閲覧と書面の交付を求めることができるも
のは，審査請求人，参加人及び原処分庁から
提出された証拠書類等（同法96条１項，２項）
並びにこれらの者や参考人から担当審判官に
提出され留め置かれている帳簿その他の物件
（同法97条１項２号）である。旧税通法では，
96条１項により原処分庁から提出された書類
その他の物件だけが閲覧の対象となっていた
が（同条２項），新税通法では96条２項（旧税
通法96条１項と同旨）だけでなく97条１項２
号により提出された物件も閲覧・写しの交付
の対象となった。これにより，審査請求人等
の閲覧を避けるため，原処分庁が旧税通法96
条１項ではなく同法97条１項２号の職権探知
により提出するなどという抜け道はなくなっ
た。

⑶　意見の聴取と手数料等
　審判官は，閲覧をさせ又は交付をしようと
するときは，閲覧又は交付に係る書類その他
の物件の提出人の意見を聴かなければならな
い。ただし，審判官が，その必要はないと認
めるときは，この限りでない（新税通法97条
の３第２項）。第三者から提出された物件等に
ついてその者の権利を保護するためである。
　写しの交付を受ける審査請求人等は，実費

�　衆参両議院の附帯決議においていずれもこの問
題に触れているのはそのことを示している。
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の範囲内において政令で定める額の手数料を
納めなければならないが，審判官は，経済的
困難その他特別の理由があると認めるときは，
政令で定めるところにより，手数料を減額し
又は免除することができる（新税通法97条の
３第４項，５項）。

⑷　改正法の問題点
　以上のとおり，証拠書類等の閲覧謄写に係
る旧法の問題点はかなり解消された。しかし，
担当審判官は，審査請求人，原処分庁，関係
人その他の参考人に対し質問することができ
（新税通法97条１項１号），その結果が記録さ
れるが，その記録（参考人等の供述録取書等）
は，明文上は閲覧等の対象とされていない。
新税通法97条の３第１項は，同97条１項１号
を外しているからである。これは重大な問題
である。
　国税審判官は，証人的な立場にある参考人
から事情聴取し，参考人名義の陳述書を作成
したり審判官の聞取書を作成したりする�。そ
のような書類が審査請求人に対して秘密裡に
されたまま裁決が行われるというのは明らか
に不公正で不公平である。審査請求において
収集された証拠書類等はすべて審査請求人に
対して開示されるべきであり，審判官は，課
税部門等とは異なる審査請求を担当する役職
であるから，自ら調査し集めた資料等につい
ても当事者に開示するのは当然である。審判
官の集めた情報は，審判所や原処分庁が独占
していいものではなく国民共有のものともい
うべきであるから，審査請求人にこれを開示
するのはあまりにも当然のことである。
　これまでは審査請求人に全く知らされない
まま参考人等への聞き取り等の調査が行われ，
審査請求人がそれに対する反論ができないま

ま裁決を迎えるということがあった。国税庁
内部から審判官になった者にとっては，税務
署員の行った処分についてもう一度調査を洗
いなおすという，国税局職員の意識があった
としてもおかしくはない。現に，これまでは，
審査請求人の知らないところで国税審判官に
よる調査が行われ，その結果はもちろんその
こと自体が審査請求人に知らされていないと
いうことがあり，それは今も変わっていな
い�。今回の改正で明文により新税通法97条１
項１号も閲覧等の対象にするべきであった。
もっとも，この点については，閲覧させては
ならないという規定はないから，理の当然と
して，審査請求人には閲覧させるべきである。
新税通法施行後は，ぜひそのように運用され
なければならない。
　さらに，新税通法及び新行審法のもとでは
対審構造による審理が原則であるから，当事
者の知らないところでの審理や調査が行われ
てはならない。新行審法のもとで行われる審
査請求は，当事者の知らないところで審理が
行われるという運用はされないから，閲覧等
について懸念されている問題は生じないとい
う説明がされることもある。特に，国税不服
審判所は，原処分庁がした処分についてその
上級行政庁が審査するという一般の行政不服
審査の場合と違って，原処分庁とは一線を画
した第三者性が強調される機関であるから，

�　筆者にも，審判官による第三者からの電話聞取
書が作成され，後の裁判でそれが有力な証拠とし
て提出された経験がある。
�　弁護士から審判官に就任した者が一様に驚くの
は，審判官が審査請求人に知らせないまま自ら調
査に出かけて行くことだという。弁護士からすれ
ば，当事者のいないところで証拠調べをしてこれ
を当事者に開示しないなどということは想像もで
きないことなのである。



国税審査請求制度改革の意義と今後の課題

224　税法学574

少なくとも国税審査請求については，常に当
事者の立会のもとで審理が行われるという運
営がされなければならない。

Ⅴ　国税審査請求制度改革の課題

１�　国税不服審判所の創設と今回の国税通則
法の改正

　かつては，国税の審査請求は完全な内部処
理として行われ，税務署長の処分に対する審
査請求は，その上級行政庁である国税局長が
協議団の議決に基づき裁決をしていた。しか
し，税務署長のした処分に対する審査請求を
国税局長が行うというのでは，到底救済は期
待できないという意見が強かった。そこで，
昭和45年に国税の不服審査を担当する機関と
して国税不服審判所を新たに設置することと
し，国税不服審判所長が審査請求を担当する
こととしたのであった。そして，全国の国税
局に合わせて12の国税不服審判所支局を設置
し，それ以外にも幾つかの支所を設けた。そ
の時点で国税通則法は大幅な改正を見た。
　発足当時は，国税不服審判所長は裁判所か
ら，東京国税不服審判所長は法務省から，大
阪国税不服審判所長は裁判所から，いずれも
法曹資格を有するものが就任した。その慣例
は今も続いている。行政法の学者であった南
博方氏も，大阪市立大学教授を辞めて国税審
判官となり大阪国税不服審判所に勤務した。
当時は，国税不服審判所の制度は行政一般の
不服審査制度よりも格段に進んだものであり，
審判所発足当時は救済率も高かった�。
　しかし，爾来44年を経過するなかで，国税
審判官は指定官職として重要なポストと意識
され，課税部門と審判所との人事異動も頻繁
に行われるようになり，その結果，その救済

率も低下し，納税者の救済機関としてその存
在意義に疑問が呈されるようになった。国税
不服審判制度についても根本的な見直しの時
期に来ているものと認識されるに至っていた
のである。
　今回の行政不服審査法の改正問題は，国税
審査請求制度の見直しの絶好の機会であった。
そして，国税審査請求制度は，新行審法のも
とでの行政一般の審査請求制度のレベルより
進んだものにならなければならず，決して遅
れたものとしてはならなかったのである。

２　新行審法と新税通法の審査請求の比較

⑴　新行審法と新税通法との関係
　行政処分等に対する行政不服審査の基本法
は行政不服審査法である。したがって，国税
についての審査請求も，基本的には行政不服
審査法によることとなる。しかし，国税通則
法には，国税の審査請求について多くの規定
があり，それらは行政不服審査法の特則であ
る。すなわち，国税の不服審査については，
国税通則法は行政不服審査法の特則を定めて
いる特別法という位置付けとなる。
　行政不服審査法の全文改正という，実に半
世紀ぶりの行政不服審査制度の改革を迎えて，
国税の審査請求について多くの特別規定を持
つ国税通則法もまた，大幅な前進をしなけれ
ばならない。今回のその改正はどうであった
か，新税通法を新行審法と比較して検討する。

⑵　審理員意見書と審判官議決書の扱い
　新行審法では，審理員は審理手続を終結し
たときは「審理員意見書」を作成して事件記

�　発足当初の３年間は，救済率は約50％であった。
国税庁統計年報による。
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録とともに審査庁に提出し（新行審法42条），
審査庁は，審理員意見書及び事件記録を添え
て，行政不服審査会に諮問し，合わせて審査
請求人等に対し審理員意見書の写しを送付し
なければならない（同法43条）とされている。
　これに対し，国税の審査請求では，事件を
担当した１名の審判官及び２名の参加審判官
（以下，担当審判官という）は，審理手続を終
結したときは合議により「議決書」を作成す
る。担当審判官が作成した議決書は，結論が
審査請求棄却の場合は原則としてそれが成案
となり，逆に，審査請求認容の場合は議決書
は本部に提出され，本部審判官等のチェック
を受ける。その結果，審査請求認容から審査
請求棄却へと結論を逆転させることとなった
ときは，その議決書は再び担当審判官に返戻
され，担当審判官は不本意であっても，審査
請求棄却の議決書を作り直すこととなる�。
　以上のとおり，新行審法の場合は，審査請
求人は，最終の結論が出される前に実際に審
理を担当した審理員の意見書を知りうるので
あり，審理員は，裁決庁が最終の結論を出す
前に自己の意見を審査請求人等へ告知するこ
ととされているから，完全でないにせよ裁決
庁と区別した地位を与えられている。これに
対し，国税では，担当審判官は完全に裁決庁
の手足に過ぎず，独立した地位とは無縁の者
とされている。国税審判官には弁護士等の外
部の者も任命されているのであり，実際に直
接審理をした担当審判官の意見は極めて重要
であるから，審査請求人は当然それを知る権
利がある。ところが，国税の審査請求ではこ
れを知ることができないのである。
　前述のように，従来から国税審判官には弁
護士等の外部の者も採用されており，外部か
ら見ると，国税の審査請求は進んでいるよう

に見える。しかし，担当審判官は，審理員と
違って，その意見を明らかにする機会が全く
無いというのであれば，外部の者を採用する
意義は半減する。国税不服審判所は，外部に
開かれたような形を作りつつ，実際は，証拠・
主張の整理と事実認定という面倒な前さばき
の仕事を外部の担当審判官にさせているだけ
だという見方さえ生じるものといえよう。
　このような批判に応えるためには，担当審
判官の議決書が作成された時点でその写しを
審査請求人等に送付するべきである。裁決は
担当審判官の議決に基づいてしなければなら
ない（新税通法98条４項）とされている�こと
からも，そのような取扱いが必要である。さ
らには，弁護士等の外部の者を採用して少し
でも第三者性を高めるというのであれば，外
部採用者は，法規担当や本部の審判官にも充
てるべきである。これらは運用でできること
であり，行政一般の水準に少しでも合わせる
意味からも，速やかに実行するべきであると
考える。

⑶　審査請求記録の編綴・保管
　審査請求が行われた場合，その事件記録が
編綴され保管されるのはあまりにも当然のこ
とである。審理をした事件記録がバラバラで
放っておかれてもいいなどということはあり
えない。現に，新行審法では，審理員意見書
が作成されたときは事件記録の写しを添えて

�　このような「相互チェック」制度と呼ばれてい
るものが，平成23年度から導入されている。永田
理絵「国税不服審判所の存在意義と審理手続上の
課題」前掲注�36頁，志賀櫻『タックス・オブザ
ーバー』（エヌピー通信社，2015年）70頁。
�　志場喜徳郎ほか編『国税通則法精解（平成25年
改訂）』（前掲注�1040頁参照）。
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行政不服審査会に提出される（新行審法43条
２項）。
　行政事件訴訟法23条の２第２項は，「審査請
求に係る事件の記録」の提出，送付を定めて
いる。したがって，国税の審査請求事件につ
いても，事件記録を編綴し保管しておかなけ
ればならない。そして，それは当然のことな
がら，当事者の閲覧等の対象にされなければ
ならない。

⑷�　行政不服審査会への諮問と第三者性の確
保
　新行審法では，審理員意見書の提出を受け
た審査庁は，一定の場合を除き，これを行政
不服審査会へ提出しなければならない（同法
43条）。行政不服審査会は国会承認人事により
選任された委員により構成される「第三者機
関」であり，これを経由して裁決に至るとい
う手続を創設したものであって，これこそが
今回の行政不服審査法改正の目玉であり，最
重要事項である。
　他方，国税では，このような「第三者機関」
の諮問を経るという制度は導入されなかった。
「第三者的機関」としての国税不服審判所が設
置されているから，行政不服審査会の関与は
不要であるという意見に押されたものと思わ
れる。しかし，国税不服審判所長は新行審法
の「審査庁」に過ぎず，国税審判官は「審理
員」に過ぎない。国税不服審判所は「第三者
的機関」であるといくら強弁しても，「第三者
機関」としての行政不服審査会とは質的に異
なるものであることはあまりにも明らかであ

る。
　同じ国税に関する処分であっても国税に関
する法律に基づく処分以外の処分等や，源泉
徴収所得税などの自動確定方式の国税�につい
ては，新行審法が適用され行政不服審査会へ
の諮問を経て裁決が行われる。地方税の審査
請求は，地方に設置される行政不服審査会等
の審査を経て裁決がされる。国税に関する法
律に基づく処分だけが行政不服審査会の審査
を経る必要がないなどという合理的な理由が
あるわけはない。国民の権利に重大な影響を
及ぼすこととなる国税に関する審査請求につ
いても，第三者機関の関与を制度化すること
は不可欠である。
  国税の審査請求について，新行審法が定め
る行政不服審査会の関与が直ちに実施できな
いとしても，少しでもこれに近づく努力が必
要であることは多言を要しない。そのために
は，審判官や審査官等，国税の審査請求に関
与する者はすべて外部採用者とすることであ
る。現在，外部採用者は50名であり，実際に
現場で審理を担当する審判官等の約半数を占
めている。しかし，実質的に裁決に関与する
本部の審判官や審査官等には外部採用者がい
ない�。審査請求の審理裁決に関与する者はす
べて外部採用者とすれば，審判所の第三者性
は少しは高まるものといえる。
　現状での次善の策は，審判官の人事異動を
制限し，審判所に転勤させる者は総務課人事
課など課税等以外の現場に少なくとも５年程
度以上在籍している者に限るものとし，審判
所に勤務した者は国税の課税等の現場へは転

�　納税告知処分がされた場合や登録免許税法に基
づく登記官の通知などは国税不服審判所への審査
請求の対象になるが，行政不服審査法に基づく審
査請求が原則である（前者につき最判昭和45年12

月24日民集24巻13号43頁，後者につき最判平成17
年４月14日民集59巻３号491頁参照）。
�　外部採用者が本部勤務を希望したが，認められ
なかったということもあったようである。
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勤できない（ノーリタ―ンルール）ものとす
るべきである。

⑸　逆転現象の解消へ
　税法の分野では，昭和40年に制定（全部改
正）された所得税法及び法人税法において，
青色申告者について更正等の処分をする場合
には理由付記が必要であるとされた（所得税
法155条，法人税法130条）。さらに，青色申告
承認取消処分（所得税法150条，法人税法127
条）についても，最高裁判所の積極的な判決
により，根拠となった条文の号数を記載する
だけでは足りずその理由を付記しなければな
らないものとされてきた�。このように，行政
一般の手続水準では理由付記は不要とされて
いた今から半世紀も前の段階で，税法は一部
とはいえ極めて進んだ制度を採用していたの
である。
　ところが，平成５年に行政手続法が制定さ
れ不利益処分に理由付記が必要であることが
行政一般の水準となったにもかかわらず，税
法は適用除外とされたため，上記青色申告の
理由付記を除き，あらゆる税法の更正等の不
利益処分には理由付記は必要でなかったので
ある。筆者はこれを逆転現象と呼んでいるが，
この逆転現象が平成23年の国税通則法の改正
により解消されるまでに，実に18年の歳月を
要したのであった。
　今回の行審法と税通法の改正においても，
昭和45年という未だ行政手続や審査請求等の
重要性についての意識が低かった時代に第三
者的機関として国税不服審判所が創設され，
国税の分野においては行政一般の水準から大
きく進んだ制度が導入されたのであったが，
今回の改正で，国税審査請求は行政一般の水
準より遅れることとなった。まさに逆転現象

が生じたのである。これは税法の名誉のため
にも，速やかに解消されなければならないと
いうべきである。

３　国税審査請求制度改革の課題

　今回の行審法の改正に伴う税通法の改正の
数年前から，自民党の司法制度審議会等を中
心に，改革の必要性が叫ばれ，その具体策が
議論されてきた。それらの議論を踏まえ，次
のような改革を提言したい。
　第一は，国税不服審判所の第三者性を高め
るために，国税不服審判所を国税庁（財務省）
から内閣府へ移すことである。これにより，
国税不服審判所は国税当局の呪縛から離れ，
自由な見地から審査請求人の主張に耳を傾け
ることとなり，救済の実を上げることができ
よう。これはまた，租税裁判所の創設に道を
開く可能性もある。
　第二は，国税不服審判所を，すべての行政
分野の審査請求を担当する「行政不服審判庁」
に昇格させることである（行政審判庁構想）。
国税不服審判所は，本部の他に全国12箇所の
支局と７箇所の支所が設置されており，そこ
に勤務する事務職員や物的施設など，充実し
た人的物的資源を有している。そこで，これ
を国税審査請求に留めず，国のすべての領域
の審査請求を担当する機関に昇格させようと
いう提案である。これが実現すれば，我が国
は行政内部の救済制度として世界に誇りうる
ものを持つことになる。
　これらの多くは，前述のとおり自民党の司
法制度調査会や日弁連，日税連等が提言して
いるものである。このような主張が政権与党
からも出されるというのは，現在の国税審査

�　最判昭和49年４月25日民集28巻３号405頁。
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請求の制度が十分機能していないという国民
の不満から来ている。現在の国税不服審判所
は審査請求を担当する機関として十分な機能
を果たしていないというのが，比較的多くの
国税審査請求を担当してきた筆者の偽らざる
実感である。課税当局が行った処分について，
それをいかに維持するかに汲々としている感
が強く，それは，救済率に如実に現れている。
格別，奇策を弄して節税を図ったり，脱税を
しようとしたものではない善良な納税者が，
たまたま素人故のちょっとしたミスを犯した
ために，そのミスにつけ込んで，おそらく担
当者の成績を上げるためであろう無理な課税
を行う。そして，国税不服審判所はそれを擁
護する。このようなことでは，国民は国税不
服審判所を見放すであろうし，健全な納税意

識も失われていくであろう。国税不服審判所
は，昭和45年の創立の原点に立ち帰って，国
民から信頼され期待される存在にならなけれ
ばならない。
　今回の国税通則法の改正を契機に，関係者
が国税不服審査制度のあり方についてもう一
度思いを致し，違法・不当な処分に対する行
政内部の簡易迅速で実効性ある救済制度によ
って，正しい税務行政が行われるよう議論と
検討を行うべきである。そして，そのことは
単に納税者擁護の立場からだけではなく，法
律に基づいた税務行政が行われるべきである
という租税法律主義や法の支配の見地から，
日本が現代国家としての誇りを持てるものと
するためにも極めて重要な課題であることを，
最後に強調したいと思う。


